
【平成２５年第３回定例会 健康福祉委員会委員長報告資料】

平成２５年１０月３日 健康福祉委員長 露木 明美 

○「議案第１０２号 川崎市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例の制定につい

て」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

○「議案第１０３号 川崎市障害者就労支援施設条例の一部を改正する条例の一部を

改正する条例の制定について」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

○「議案第１０４号 川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の

基準等に関する条例の一部を改正する条例の制定について」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

○「議案第１０５号 川崎市国民健康保険条例等の一部を改正する条例の制定につい

て」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊これまでの延滞金割合の根拠について 

国民健康保険料は自治体の規模に応じて、保険料と保険税のいずれかの取扱

いができるとされているため、自治体ごとにその取扱いが異なっている。保険

税を採用している自治体では、地方税法上の延滞金率が適用され、納期限の翌

月から１か月以内が７．３％、１か月経過後から１４．６％となる。本市は保

険料を採用しているが、延滞金については地方税法に準拠の上、徴収している

状況である。 

＊収納率向上への取組について 

平成２２年度から、元納税課長等の税務業務を長年経験した定年退職者を各

区に２人ずつ非常勤職員として採用している。滞納整理の知識や経験を活かし、

差押えの判断や銀行への財産調査などを行うとともに、市税事務所と連携を取

り滞納処分を進めている。平成２４年度の収納率は９０％を超えており、他都

市と比べても高い水準であるが、今後も口座振替の推進や窓口の納付相談を通

じて収納率の向上に取り組んでいきたい。 

＊口座振替の手続について 

手続には通帳、印鑑及び被保険者証が必要であり、市内金融機関及び市内に

本店または支店がある金融機関であれば、全国で口座振替の手続が可能である。

納付者のうち、４１．２９％が口座振替となっているが、口座振替は初期段階

での未納防止に効果的であり、口座振替による納付を積極的に推進した結果、



平成２３年度は約２，６００世帯の申込みがあった。平成２５年度には口座振

替による全期分の納付が可能となり、申込者を対象に５００円のクオカードプ

レゼントのキャンペーンを平成２４年度に実施したところ約５，０００世帯の

申込みがあった。 

＊コンビニエンスストアでの納付状況について 

コンビニでの納付は、各コンビニと直接契約するのではなく、収納代行業者

である株式会社ＮＴＴデータに委託しており、１件当たり５６円の手数料を支

払っている。地域特有のコンビニ以外の、一般的なコンビニであれば全国で納

付が可能である。本市の納付義務者約２１万世帯の半分が納付書で保険料を支

払っており、そのうち約６割がコンビニを利用している。

＊今後、コンビニ収納の手数料が変更になる可能性について 

コンビニの収納代行業者は概ね大手３社であるが、本市が初めて導入したこ

ともあり、株式会社ＮＴＴデータは手数料が比較的安く、また、契約に際して

コンビニや収納代行業者が倒産した場合に備える履行保証保険が現状では唯一

設定がされているため、当該業者を選定している経緯がある。現在、単年度契

約としているが、将来的に同じような条件の業者が参入してきた際には、他都

市の情報を収集するとともに、関係局とも調整しながら入札等の方法も検討し

ていきたい。 

＊今後、保険料の納付方法を拡充することについて 

携帯電話で納付書のバーコードを読み取り、自身の口座からインターネット

経由で納付するモバイルレジを今年２月から開始したところである。口座振替

についても、通常は銀行窓口で手続するものであるが、来年度に向けて区役所

窓口にキャッシュカードを持参すれば口座振替の手続ができるペイジー口座振

替受付サービスの導入を検討している。

＊保険料の延滞金の徴収について 

平成１７年８月から本格的に延滞金の徴収を開始し、その収納額は平成２２

年度は９，５９６万円、平成２３年度は１億１，５３０万円、平成２４年度は

１億５，３２５万円となっている。区役所窓口であれば保険料と同時に延滞金

の徴収が可能であるが、コンビニや銀行窓口では延滞金の計算ができないこと

から延滞金の徴収は行えないため、コンビニや銀行窓口で納付後、後日延滞金

を計算し、翌月に延滞金の納付書を送付している。延滞金は５７．４％が支払

われており、納付する資力がありながら延滞金を納めない人に対しては、その

状況に応じて財産の差押えを行っている。 

＊保険料の延滞金が高額になる事例について 

保険料は前年度の所得に応じて決定されており、１期当たりの保険料は最高

でも７万７，０００円であるため、現状では納期限から５４日過ぎても延滞金

は１，０００円程度である。延滞金の納付者の多くが１，０００円から２，０

００円台であり、通常では高額になることはほとんどない。

＊保険料未納者への対応について 

通常、被保険者証の有効期限は２年であるが、未納者については滞納状況や



資力に応じて１か月、３か月または６か月のいずれかの短期被保険者証を発行

している。１年以上の保険料の未納がある資格証明書交付世帯には、リーフレ

ットの配布や民間委託による電話の納付案内を通じて、窓口相談に来るよう案

内している。分割納付についても定額、画一的なものではなく、半年ずつ納付

額を見直して、柔軟にきめ細かく対応している。納付が困難な被保険者には窓

口相談に来てもらい、相談する中で納付可能な環境を整え、収納率の向上につ

なげていきたい。 

＊保険料の納付が困難な被保険者への対応について 

事業の廃止や所得の大幅な減少があった被保険者には、保険料の減免や軽減

の制度の対象となる。生活自体が困難であれば、生活保護の相談へ案内するこ

ともある。借金がある被保険者については、消費者金融に利息の過払いがない

かなど区役所窓口で聴取して、そのようなことが考えられる場合にはパンフレ

ットで相談機関を案内している。滞納者の中には、市税の滞納者も多くいるた

め、市税事務所と情報共有しながら、滞納者への対応を図っている。 

＊不納欠損について 

滞納者の所在及び財産がともに把握できない場合や、差し押さえる財産がな

いとき、差押処分することでその生活を著しく困窮させる場合など徴収不能な

場合には不納欠損の対象としている。本市の不納欠損額は、平成２１年度の４

３億６，０００万円をピークに、平成２４年度は２５億９，０００万円まで逓

減してきた。各区に配置している税務経験豊富な非常勤職員の意見を得ながら、

引き続き資力の調査や納付の可否を見極めながら収納未済額の縮減を図ってい

きたい。 

＊国民健康保険の国庫負担割合について 

国庫負担の５０％のうち、７％は都道府県調整交付金として国から県に配分

の裁量が委ねられており、県は市の規模に応じて配分している。残りの４３％

のうち、本市の場合、加入者の所得水準が高いことや１人当たりの医療費が低

いことなどを理由に、本来配分されるべきと考える、概ね９％の普通調整交付

金が配分されていない状況でもあり、結果、その分は一般会計から繰り入れて

いる。医療費の適正化に努める自治体の負担が大きくなるのは不公平であるた

め、適正な配分にするよう国へ要望しているところである。

≪意見≫ 

＊現在、郵便局では東京都、神奈川県及び山梨県でしか納付ができないため、全国

の郵便局で利用できるよう、利便性の向上に努めてほしい。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

○「議案第１１２号 かわさき北部斎苑火葬炉設備改修工事請負契約の締結について」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊かわさき北部斎苑の管理運営について 

現在、川 崎 市 保 健 衛 生 事 業 団 ・ 富 士 ・ 高 砂 共 同 体 が 指 定 管 理 者 と し て



管 理 、運 営 を 行 っ て い る が 、建物の補修工事については、その都度、入札で

業者を決めている。平成２６年度以降の管理運営については、今年１２月の市

議会に指定管理議案を提出する予定である。 

≪意見≫ 

＊火葬棟と休憩棟を行き来する際に雨が降ると服装が濡れてしまうため、通路への

屋根の設置を検討してほしい。 

＊かわさき北部斎苑を利用する際に駐車場が満車になることが多く、待機する車が

近隣住民に迷惑を及ぼすため、駐車場を拡張するなど対策を講じてほしい。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

○「議案第１１４号 川崎市わーくす日進町の指定管理者の指定について」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊現在のサービスの指定管理者への継承について 

現在のサービスは全て指定管理者へ継承されることとなっている。これまで

の利用者は従来どおり利用可能であり、施設利用料についても現在と同様の利

用者負担の制度となる。

＊指定管理予定者である県央福祉会の市内実績について 

市内では百合丘就労援助センターや幸区の日中活動センター、グループホー

ムの運営を行っている。一般就労を目指す就労準備訓練を行うため、百合丘就

労援助センターとの連携も期待できると考えている。 

＊指定管理者のサービス内容について 

施設利用者を対象にした相談事業や、就労移行支援として一般就労に向けて

のマッチング、就労の定着支援を実施していく。また、一般企業などの顧客の

開拓や作業の効率化、自主事業の展開などにより工賃向上を推進し、将来的に

は障害基礎年金と工賃収入により、グループホームでの生活を目指す就労継続

支援Ｂ型事業を実施する予定である。

＊指定管理者との引継期間について 

本議案が可決されたのち、速やかに指定管理者を利用者と家族に紹介し、平

成２６年４月の開設に向けて、半年間かけて引継ぎを行っていく。利用者に対

する対人支援を行う施設であるため、利用者と指定管理者の信頼関係を半年か

けて構築していきたい。 

＊竣工後から開設までの引継方法について 

工事が順調に進んだ場合、平成２６年２月末に建物の引渡しとなる予定であ

る。利用者の中にはコミュニケーションがうまく取れない利用者や、環境の変

化に敏感な利用者もいるため、３月から新しい施設での慣らし訓練も指定管理

者と協議の上実施を考えており、現職員から指定管理者へ適切に引継ぎを行っ

ていきたい。

＊利用者や家族への説明について 

平成２２年３月の川崎市福祉センター再編整備計画の策定時に、１回目の説



明会を開催した。平成２４年度の説明会では指定管理者を選定すること、指定

管理者へ引継ぎを行うことを伝えた。平成２５年５月にも保護者会において同

様の説明を行った。説明会では、新しい施設がこれまでどおり利用できるかと

いう質問や、指定管理者決定後、意見要望を伝える機会を設けてほしいとの意

見があった。本議案が可決された場合は、１０月初旬に改めて説明会を行う予

定である。 

＊わーくす日進町の正規職員の人事異動について 

わーくす日進町には現在、事務職が２名、社会福祉職が１名、授産指導員が

３名の合計６名が在籍しており、人事異動は本人の適性や希望を踏まえて行っ

ていきたい。 

≪意見≫ 

＊引継ぎに当たっては、十分にコミュニケーションを図って、施設の運営開始時に

は利用者が混乱することがないよう、配慮しながら準備を進めてほしい。 

＊指定管理における応募者の事業提案に当たっては、指定管理者制度の向上のため

にも発表時間を平等に確保してほしい。また、選定時の事業提案だけでなく、実

際の管理運営に対しても適正に見守り、評価してほしい。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

○「議案第１１９号 平成２５年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計補正予算」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

○「議案第１２０号 平成２５年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計補正予算」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

○「議案第１２１号 平成２５年度川崎市介護保険事業特別会計補正予算」 

≪意見≫ 

＊介護保険事業について、評価や調査が十分に実施されていないため、扶助費の増

大につながるおそれがある。特に内容が重複していると思われる事業は精査すべ

きであり、１つ１つの事業ごとに評価や調査をすべきである。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

○「請願第６７号 国に対して、年金２．５％の削減中止を求める意見書の提出に関

する請願」 

≪請願の要旨≫ 

国に対して平成２５年１０月からの年金２．５％の削減の実施を中止するよう、

意見書の提出を求めるもの。 



≪理事者の説明要旨≫ 

年金額の改定は、平成２年から完全自動物価スライド制により、消費者物価指数

に連動して年金額が改定されてきた。しかし、平成１２年度は年金額の改定の基準

となる前年の消費者物価指数が０．３％下落し、本来であれば年金額の引下げが行

われるところであったが、経済情勢等に配慮して、物価スライドを行わない特例措

置が実施された。平成１３年度及び１４年度においても、前年の消費者物価指数が

それぞれ０．７％低下したが、同様に特例措置が実施され、これにより特例措置が

実施された「特例水準」と法律が規定する本来の年金の水準である「本来水準」の

差は１．７％に広がった。 

平成１６年の国民年金法改正により、年金額の改定方式の変更や給付水準を自動

調整する「マクロ経済スライド」等が導入されたが、これをそのまま適用すると年

金額が１．７％下がるため、経済情勢等に配慮して、引き続きの特例措置として、

「本来水準」が物価や賃金の上昇により「特例水準」に追いつくまでの間、物価が

上昇してもこれまでの年金額を据え置くこととされた。平成１７年度以降は、新た

な制度の下、年金額の改定が行われてきたが、賃金と物価が想定どおりには上昇せ

ず、逆に下落傾向が続いた結果、差が更に拡大し、平成２５年度までの間に、その

差が２．５％になった。 

平成２４年の国民年金法改正により、特例水準の解消を図るため、老齢基礎年金

等の年金額を、平成２５年度から平成２７年度の３年間で段階的に引き下げること

となった。「特例水準」の解消は、現在の年金受給者の年金額を「本来水準」に引

き下げることで、年金財政の負荷を軽減し、現役世代の将来の年金額の確保につな

げるとともに、その財源を用いて社会保障の充実を図るものである。 

なお、平成２７年１０月からは、所得額が一定基準以下の年金受給者を対象に、

給付金を支給する「年金生活者支援給付金法」が施行される予定となっており、対

象者に月額５，０００円を限度として、通常の年金に加算されて支給される予定で

ある。 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊年金額の改定における物価スライド制の目的について 

物価スライドは、消費者物価指数の変動率に応じて年金額が改定されるもの

であり、仮に物価が高騰すればそれに応じて年金額は増え、物価が下落すれば

年金額は減るものであるため、物価高騰に対して年金の目減りを回避すること

を目的とする制度ではない。

＊マクロ経済スライドの制度の仕組みについて 

年金の支え手である現役世代の減少や平均寿命の延びなどを考慮して、物価

等の上昇から公的年金加入者数の減少率などを差し引いた率が年金に反映され

る仕組みである。年金財政への影響を踏まえ、平成１６年の年金改正から導入

された制度であるが、デフレ経済の状況下においては適用されないこととなっ

ているため、現在のところ適用には至っていない。 

＊年金２．５％の削減に当たり物価や賃金が変動した場合の年金額の増減について 

年金２．５％の削減は、平成２５年１０月に１％、平成２６年４月に１％、



平成２７年４月に０．５％と段階的に引き下げる予定であるが、物価や賃金が

変動しないことを想定している。仮に物価や賃金が上昇した場合には、物価ス

ライドにより年金の削減幅は小さくなり、逆に下落した場合には削減幅は更に

大きくなる可能性がある。 

＊高齢者の消費生活の実態把握について 

内閣府の平成２５年版高齢社会白書によると、高齢者のうち将来の暮らしに

ついて「全く心配していない」及び「それほど心配していない」という高齢者

が合わせて７割ほどいる。本市の平成２２年度の高齢者実態調査によると、消

費生活について「将来の生活を考えて節約している」が３５％、「他の年代と同

程度の消費生活を送っている」が２８％、「余裕のない消費生活を送っている」

が２４％であった。

＊年金額の減額により生活保護受給者が増える可能性について 

年金の月額は満額では６万５，５４１円、生活保護の基準額は約７万８，０

００円であり、年金額が生活保護費を下回っている状況である。今後、更に年

金額が下がった場合、生活保護受給者が増える可能性がある。 

毎年開催される政令指定都市の国保・年金主管部課長会議において、年金額を

引き上げるよう国へ要望しているところである。 

＊憲法第２５条第２項と年金制度のあり方について 

国民年金制度は、憲法第２５条第２項にある「国は、すべての生活部面につ

いて、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならな

い。」との規定に基づき、老齢・障害・死亡に関して必要な年金給付を行って

いる。この制度を安定して運用するためには、年金加入者からの保険料収入だ

けでは不足するため、国庫負担割合を２分の１としている。

＊本市における国民年金加入者数と受給者数の推移について 

国民年金加入者数は平成２２年度は３４万８，６３４人、平成２３年度は３

４万４，３８２人、平成２４年度は３４万０，９５６人と年々減少しているの

に対し、受給者数については平成２２年度は２２万４，６３９人、平成２３年

度は２３万２，８０９人、平成２４年度は２４万４，６７２人と年々増加して

いる。 

＊年金生活者支援給付金の対象者と支給額について 

平成２７年１０月から家族全員の住民税が非課税で、前年の年金収入とその

他の所得を合計して７７万円（老齢基礎年金満額）を下回る場合に支給の対象

となる。基準額である月額５，０００円に保険料納付済期間の月数を４８０で

除して得た数を乗じて得た額が支給される。 

≪意見≫ 

＊マクロ経済スライドの下では物価や賃金が上昇しても、その上昇率はそのまま年

金額に反映されず、平均余命の延びや公的年金加入者数の減少率などを差し引く

ため、実質的に年金額は抑制されてしまい、実際の生活は大変苦しいものになる。

社会保障制度改革国民会議では、７０歳から７４歳までの医療費自己負担を１割

から２割負担に増やすことや、要介護度が軽度な人は介護給付対象外にすること



などが提言されており、今後の状況を考えると、高齢者の生活をひっ迫させるこ

とから、年金の引下げ実施は見直すべきである。 

＊高齢者の中には年金を満額で受給していない人もおり、今後、年金額が下がって

いくようであれば生活ができなくなるのではないかと思われる。年金削減につい

て国は、憲法に規定する社会保障を否定し、公的責任を放棄している。高齢者の

生活が苦しくなれば、餓死や孤独死、自殺が増え、その影響が懸念されるため、

年金を削減すべきではない。 

＊特例水準の解消による年金の引下げは高齢者に負担を強いるものであるが、若い

世代から年金制度に対する不安の声を聞くこともあり、将来への希望や意欲を補

完するためにも、年金制度を維持することは重要である。 

＊生活が苦しい高齢者が存在することは無視できず対策が必要であるが、平成２５

年１０月に実施される年金の引下げ１％を据え置いたとしても、孤独死などの社

会問題を防げるとは考えられない。年金額を本来の水準に引き下げ、その財源を

用いて社会保障などの問題を全体的に捉えるべきである。若い世代に年金制度を

残し、将来にわたって維持していくためには、年金の引下げはやむを得ない措置

である。 

≪取り扱い≫ 

・マクロ経済スライドの問題性、高齢者の生活実態、社会保険料の値上げなど社会

環境を考慮すると、年金２．５％の削減は実施すべきでない。年金を引き下げる

ことなく、年金制度を持続可能な制度にしていくべきであり、現在の国庫負担割

合を２分の１から更に引き上げて、国は限られた財源の中から、無駄使いをなく

し、使い方を見直すべきである。高齢になれば全ての人が利用する年金制度は社

会保障の中でも重要であり、国は責任を持って保障すべきものであるため、年金

の削減には反対であり、意見書を提出の上、本請願を採択すべきである。 

・国は国家予算の半分を借金で運営する中、税金を投入してでも年金制度を維持し

ていこうとしている。年金制度の長期的な維持、世代間の所得の再分配、暮らし

のセーフティネットなど社会保障全般も含めて様々な論点があり、年金の引下げ

の問題だけを捉えて意見書を提出することは反対である。 

・社会保障制度改革国民会議では、現行の年金制度の下、年金財政の長期的な持続

性が確認された。また、年金の受給資格期間を２５年から１０年に短縮すること、

最低賃金２％の引き上げ方針など、年金制度を維持するための将来設計がされて

いる。特例水準を解消しなければ、年金制度の維持に支障を来すため、年金の引

下げはやむを得ず、本請願は不採択とすべきである。 

・高齢者の生活も重要であるが、若い世代のために年金制度を維持していく責任が

ある。少子高齢化を踏まえると年金改定には、物価スライドだけでなく、人口動

態等を加味したマクロ経済スライドを適用せざるを得ない。現在、本市の年金の

受給者数は毎年約１万人ずつ増加しているのに対し、加入者数は毎年約４，００

０人ずつ減少しており、給付と負担のバランスの観点からも、年金の引下げはや

むを得ず、本請願を不採択とすべきである。 

≪審査結果≫ 



賛成少数不採択

○「請願第６９号 川崎福祉センターの改築時に特別養護老人ホームを併設すること

に関する請願」 

≪請願の要旨≫ 

川崎福祉センターの改築時に特別養護老人ホームを併設するよう求めるもの。 

≪理事者の説明要旨≫ 

特別養護老人ホームの整備状況については、「かわさきいきいき長寿プラン（第

５期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画）」に基づき、「高齢者の多様な住ま

い方の構築」を目標とし、高齢者が住み慣れた地域で、いつまでも安心して生活で

きるよう、介護基盤の整備を進めているところである。また、介護基盤の中核的な

施設である特別養護老人ホームへの入居希望者が多い状況にあることから、平成２

０年１１月に策定した｢特別養護老人ホーム整備促進プラン｣に基づいて、今年度末

までに概ね１，６００床の整備を進めているところであり、平成２６年度末には市

内５２か所、総定員４，３０９人の整備を見込んでいる。 

今後の特別養護老人ホームの整備については、現在実施している高齢者実態調査

の結果や、高齢者人口、要介護認定者数の将来推計等を総合的に勘案しながら、平

成２７年度からの「第６期計画・かわさきいきいき長寿プラン」を策定する中で検

討することとしている。 

川崎区の高齢化率は、市内で最も高い状況となっていることから、福祉センター

跡地活用に当たっては、地域における介護サービスの拠点機能として特別養護老人

ホームの整備を位置付けており、医療依存度の高い要介護高齢者や高齢障害者の受

入れを図るための機能整備や、在宅支援機能の強化を図っていきたいと考えている。

今後、地元住民及び福祉関係団体等に、基本的な考え方を説明するとともに、特別

養護老人ホームに関する地域住民の意見も聞きながら、具体的な取組を進めていき

たいと考えている。 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊特別養護老人ホームの入居の定員数について 

現時点で定員数は決まっていないが、高層の建物になることが予想されるた

め日影、圧迫感、ビル風など近隣への影響も考慮しつつも、限られた公有地で

の建設であるため１００床は確保したいと考えている。

＊特別養護老人ホームの障害者入所施設の補完機能について 

障害者施設の入所者が高齢になった場合、ふさわしい入所先として特別養護

老人ホームへ移ることがある。こうした高齢障害者を特別養護老人ホームへ受

け入れることは、障害者入所施設の入所枠を空けることにつながるため、特別

養護老人ホームは障害者入所施設の補完のための重要な役割を果たすものと考

えている。 

＊特別養護老人ホームのショートステイの定員数について 

現時点で定員数は決まっていないが、全市的にショートステイの希望者が多

く、施設の稼働率も高い状況にあることから、できる限り定員数を多く設定し



たいと考えている。今後の公有地を活用した設置運営法人の募集についても、

入所定員の１０％以上をショートステイの定員として確保する方針としている。 

＊特別養護老人ホームへの近隣住民の優先的な入所について 

 特別養護老人ホームは広域型であるため、地域に関係なく全国的に入所が可

能であるが、現実的には、特別養護老人ホームの入所者のうち３分の２が当該

地区の区内在住者となっている。また、併設する予定である小規模多機能型居

宅介護施設は地域密着型であるため、川崎市民が利用対象者であるが、実際の

利用者は、概ね近隣住民が占めることになると想定している。 

＊今後の特別養護老人ホームの整備促進や増床計画について 

高齢者人口や要介護認定者数の将来推計、介護報酬、現役世代の負担などを

総合的に勘案して検討する必要があり、また、高齢者実態調査では在宅で生活

を継続したいという高齢者が多いとの結果もあるため、入所施設だけでなく介

護基盤全体の中で今後の整備方針を考えていきたい。 

＊特別養護老人ホームの整備に当たっての長期的な計画の必要性について 

   ３年を１期として介護保険事業計画を策定しているが、中長期の計画も重要

であると認識しており、介護基盤全体を考える上で、団塊の世代が後期高齢の

７５歳になる平成３７年を見据えて適切な計画を検討していきたい。

≪意見≫ 

＊在宅介護をする家族にとっては、ショートステイ先の確保は重要な問題であり、

ショートステイの定員枠を多く確保してほしい。また、小規模多機能型居宅介護

と訪問看護を組み合わせた複合型サービスは、医療が必要な要介護者にとって在

宅介護を続ける上で重要な介護サービスであるため、特別養護老人ホームの整備

に当たっては、充実した事業になるよう整備計画を進めてほしい。 

＊特別養護老人ホームは入所施設としてだけでなく、ショートステイやデイサービ

スなどの在宅介護を支える重要な施設であるが、市内で高津区が最も施設数が少

ないため、高津区内でも整備を促進してほしい。 

＊国の総量規制により南部地域には障害者入所施設が設置されていないため、特別

養護老人ホームの整備計画に当たっては、高齢障害者の受入枠を数値化するとと

もに、特に南部地域の受入枠を多く確保してほしい。 

≪取り扱い≫ 

・川崎市福祉センター再編整備基本計画において、福祉センターの跡地活用として

特別養護老人ホームの整備計画が位置付けられており、請願の願意を満たしてい

るため採択すべきである。 

≪審査結果≫ 

全会一致採択


